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連結注記表
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」
1. 連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。
連結子会社 ６社
ネットワークサービス株式会社
韓国ミニストップ株式会社
青島ミニストップ有限公司
青島チルディ食品有限公司
VINH KHANH CONSULTANCY CORPORATION
MINISTOP VIETNAM COMPANY LIMITED
当連結会計年度から持分法適用関連会社であった青島チルディ食品有限公司を追加出資したことによ
り連結の範囲に含めております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社 １社

ロビンソンズ・コンビニエンス・ストアーズ・インク
（2）持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

ロビンソンズ・コンビニエンス・ストアーズ・インクは決算日が連結決算日と異なり、当該事業年度
に係る計算書類を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
青島ミニストップ有限公司、青島チルディ食品有限公司、VINH KHANH CONSULTANCY
CORPORATION及びMINISTOP VIETNAM COMPANY LIMITEDの決算日は12月31日でありま
す。
連結計算書類を作成するに当たっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整をしております。
ネットワークサービス株式会社及び韓国ミニストップ株式会社の事業年度は、連結決算日と一致して
おります。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ
時価法
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③ たな卸資産
ａ．商 品

当社 「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に
定める売価還元平均原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）
但し、店内加工ファストフードは最終仕入原価法

在外連結子会社 主として移動平均法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

ｂ．貯 蔵 品 最終仕入原価法
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

経済的耐用年数に基づく定額法
各資産別の経済的耐用年数として、下記の年数を採用しております。
建物及び構築物
店舗・事務所 20～40年
建物附属設備 ５～18年
構築物 ５～20年
機械装置及び運搬具
機械装置 17年
車両運搬具 ５年
器具及び備品
看板工事 ５～10年
店舗什器他 ３～６年

② 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（原則５年）に基づく定
額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④ 使用権資産
リース期間に基づく、定額法によっております。

⑤ 長期前払費用
契約期間に基づく均等額償却によっております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する金額を計上しており
ます。

③ 役員業績報酬引当金
役員に対して支給する業績報酬の支払に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する金
額を計上しております。

④ 店舗閉鎖損失引当金
店舗閉店に伴い発生する損失に備え、店舗閉店により合理的に見込まれる中途解約違約金等の閉店関
連損失見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生した連結会計年度に一括処理しております。数理計算上の差異は、主とし
て各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における非支配株主持分と為
替換算調整勘定に含めております。

（6）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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5. 会計方針の変更
当社グループのIFRS適用子会社は、当連結会計年度の期首からIFRS第16号「リース」を適用していま
す。
これに伴い、借手のリース取引については、原則すべてのリースについて使用権資産およびリース負債
を認識するとともに、使用権資産の減価償却費とリース負債に係る支払利息を計上しています。
この結果、当連結会計年度における連結貸借対照表は、使用権資産が5,837百万円、流動負債のその他
が4,097百万円、リース債務が2,117百万円それぞれ増加しています。
なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微です。

6. 表示方法の変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結
会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示しております。

「連結貸借対照表に関する注記」
有形固定資産の減価償却累計額 54,038百万円
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「連結損益計算書に関する注記」
1. 販売費及び一般管理費の主な内訳

販売手数料 8,749百万円
広告宣伝費 3,051百万円
従業員給料及び賞与 12,449百万円
賞与引当金繰入額 210百万円
地代家賃 20,391百万円
減価償却費 12,422百万円

2. 減損損失
（1）減損損失を認識した資産グループの概要

（単位：百万円）
　

用 途 種類 場所 店舗数 金額
店 舗 建物等 日 本 697 2,545
店 舗 建物等 韓 国 482 636
店 舗 建物等 中 国 55 28
店 舗 建物等 ベトナム 36 48

合計 1,270 3,258
　

（2）減損損失の認識に至った経緯
店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである資
産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお
ります。

（3）減損損失の金額
（単位：百万円）

　

種類 金額
建物及び構築物 2,277
機械装置及び運搬具 152
器具及び備品 732

　その他 96
合計 3,258

　

（4）資産のグルーピングの方法
キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基礎としてグルーピングしております。
本社については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

（5）回収可能価額の算定方法
資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額
は、取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、使用価値は、将来キャッシ
ュ・フローを2.8～11.4％で割り引いて算定しております。
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「連結株主資本等変動計算書に関する注記」
1. 発行済株式及び自己株式に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
発行済株式 普通株式（千株） 29,372 ― ― 29,372
自己株式 普通株式（千株） 375 0 12 362

　

2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当金（円） 基準日 効力発生日

2019年４月10日
取締役会 普通株式 326 11.25 2019年２月28日 2019年５月７日

2019年10月９日
取締役会 普通株式 326 11.25 2019年８月31日 2019年11月６日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当金のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの
　

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当金（円） 基準日 効力発生日

2020年４月８日
取締役会 普通株式 利益剰余金 326 11.25 2020年２月29日2020年４月28日

　

3. 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 2,500株

― 6 ―

2020年04月13日 19時54分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



「金融商品に関する注記」
1. 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については資金運用に関する内規に基づいて安全性の高い金融資産で運用し、
また、資金調達については銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
加盟店貸勘定及び未収入金は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び
残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や貸倒リスクの軽減を図ってお
ります。
投資有価証券は、主として業務上の関係を有する会社の株式であり、時価のある株式については四半期ご
とに時価の把握を行っております。
短期借入金及び長期借入金は、主に運転資金に係る資金調達です。
デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規程に基づき、事業活動上生じる金融の市場リスク
を回避する目的で利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2020年2月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。
（（注）２を参照ください。）

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 10,507 10,507 －
（2）加盟店貸勘定（※） 7,906 7,906 －
（3）未収入金（※） 15,893 15,893 －
（4）投資有価証券

その他有価証券 671 671 －
（5）関係会社預け金 1,000 1,000 －
（6）差入保証金（※） 26,071 26,673 602
資産計 62,050 62,652 602
（1）買掛金 31,448 31,448 －
（2）加盟店借勘定 616 616 －
（3）短期借入金 2,074 2,074 －
（4）未払金 6,805 6,805 －
（5）未払法人税等 218 218 －
（6）預り金 12,275 12,275 －
（7）長期借入金 1,522 1,486 △35
（8）預り保証金 7,382 7,318 △64
（9）リース債務 9,338 9,348 10
負債計 71,682 71,592 △90
デリバティブ取引 － － －

（※）加盟店貸勘定、未収入金及び差入保証金に個別に計上している貸倒引当金は、連結貸借対照表計
上額より控除しておりません。
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（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
（1）現金及び預金、（2）加盟店貸勘定、（3）未収入金並びに（5）関係会社預け金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。
（4）投資有価証券 その他有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
（6）差入保証金
時価は、一定の債権分類ごとに、合理的に見積もった償還予定時期に基づき、リスクフリー・レートで割
り引いた現在価値により算定しております。なお、１年内回収予定の差入保証金を含めております。

負債
（1）買掛金、（2）加盟店借勘定、（3）短期借入金、（4）未払金、（5）未払法人税等並びに（6）預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。
（7）長期借入金、（9）リース債務
時価は、元利金の合計額をリスクフリー・レートに信用リスクを加味して割り引いた現在価値により算定
しております。なお、１年内返済予定のリース債務を含めております。
（8）預り保証金
時価は、一定の債務分類ごとに、合理的に見積もった償還予定時期に基づき、リスクフリー・レートに信
用リスクを加味して割り引いた現在価値により算定しております。なお、１年内返済予定の預り保証金を
含めております。

デリバティブ取引
該当取引はありません。

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 20
その他 0

これらについては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資
有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
非上場株式について3百万円の減損損失を行っております。

「１株当たり情報に関する注記」
1. １株当たり純資産額 1,350.15円
2. １株当たり当期純損失 196.60円
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個別注記表
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
(2) その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
2. デリバティブの評価基準

時価法
3. たな卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商 品 「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める売価還元平均

原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
但し、店内加工ファストフードは最終仕入原価法

（2）貯蔵品 最終仕入原価法
4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

経済的耐用年数に基づく定額法
各資産別の経済的耐用年数として、下記の年数を採用しております。
建 物
店舗・事務所 20年
建物附属設備 ８～18年
構築物 10～20年
機械及び装置 17年
器具及び備品
看板工事 ５～10年
店舗什器他 ４～６年

（2）無形固定資産
定額法
但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（原則５年）に基づく
定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（4）長期前払費用
契約期間に基づく均等額償却によっております。
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5. 重要な引当金の計上方法
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する金額を計上しております。

（3）役員業績報酬引当金
役員に対して支給する業績報酬の支払に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する金額を計
上しております。

（4）店舗閉鎖損失引当金
店舗閉店に伴い発生する損失に備え、店舗閉店により合理的に見込まれる中途解約違約金等の閉店関連
損失見込額を計上しております。

（5）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生した事業年度に一括処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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7. 表示方法の変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当事業年
度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更しました。
また、税効果関係注記において、税効果会計基準一部改正第４項に定める「税効果会計に係る会計基準」
注解（注８）（１）（評価性引当額合計を除く。）に記載された内容を追加しております。

「貸借対照表に関する注記」
1. 有形固定資産の減価償却累計額 34,598百万円
2. 関係会社に対する短期金銭債権 1,565百万円
3. 関係会社に対する長期金銭債権 167百万円
4. 関係会社に対する短期金銭債務 93百万円

　
「損益計算書に関する注記」
1. 販売費及び一般管理費の主な内訳

販売手数料 3,414百万円
広告宣伝費 1,761百万円
従業員給料及び賞与 9,366百万円
賞与引当金繰入額 191百万円
地代家賃 18,823百万円
減価償却費 5,004百万円

2. 関係会社との取引高
（1）営業取引

その他の営業収入 876百万円
販売費及び一般管理費 79百万円

（2）営業取引以外の取引
受取利息 10百万円
株式の売却 3,183百万円
受取配当金 100百万円
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3. 減損損失
（1）減損損失を認識した資産グループの概要

（単位：百万円）
　

用 途 種類 場所 店舗数 金額
店 舗 建物等 日 本 697 2,545

　

（2）減損損失の認識に至った経緯
店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである資
産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお
ります。

（3）減損損失の金額
（単位：百万円）

　

種類 金額
建物 1,490
構築物 477
機械及び装置 152
器具及び備品 424

合計 2,545
　

（4）資産のグルーピングの方法
キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基礎としてグルーピングしております。

（5）回収可能価額の算定方法
資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額
は、取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、使用価値は、将来キャッシ
ュ・フローを4.7％で割り引いて算定しております。

「株主資本等変動計算書に関する注記」
自己株式に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式（千株） 375 0 12 362
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「税効果会計に関する注記」
繰延税金資産及び負債の主な発生原因別の内訳

（繰延税金資産）
税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 685百万円
有 形 固 定 資 産 1,996百万円
関 係 会 社 出 資 金 1,554百万円
資 産 除 去 債 務 573百万円
関 係 会 社 株 式 569百万円
長 期 前 払 費 用 416百万円
そ の 他 516百万円
　小 計 6,311百万円
税務上の繰越欠損金に係る
評 価 性 引 当 額 △685百万円

将来減算一時差異等の合計に
係 る 評 価 性 引 当 額 △5,626百万円

評 価 性 引 当 額 △6,311百万円
　 計 －百万円
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 154百万円
差 入 保 証 金 126百万円
そ の 他 127百万円
　 計 408百万円
繰 延 税 金 負 債 の 純 額 408百万円
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「退職給付に関する注記」
1. 採用している退職給付制度の概要
当社は、親会社であるイオン株式会社及び同社の主要国内子会社等で設立している確定給付型の企業年金
基金制度並びに確定拠出年金制度及び退職金前払制度を設けております。

2. 退職給付債務に関する事項
退職給付債務 △2,530百万円
年金資産 1,923百万円
未積立退職給付債務 △607百万円
未認識数理計算上の差異 461百万円
退職給付引当金 △145百万円

3. 退職給付費用に関する事項
勤務費用 110百万円
利息費用 14百万円
期待運用収益 △58百万円
数理計算上の差異の費用処理額 78百万円
その他（注） 122百万円
退職給付費用 266百万円
（注）確定拠出年金の掛金支払額及び退職金前払制度による従業員に対する前払退職金支給額であ

ります。
4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
割引率 0.4％
期待運用収益率 3.12％
数理計算上の差異の処理年数 発生翌年度より10年
過去勤務費用の額の処理年数 発生年度で一括処理
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「関連当事者との取引に関する注記」
1. 親会社

属性 会社等
の名称 住所

資本金
又 は
出資金
(百万円)

事業の
内 容

議決権等の所有
・被所有割合

関係内容 取 引 の
内 容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社 イオン㈱
千葉県
千葉市
美浜区

220,007 純 粋
持株会社

(被所有)
直接 48.1％
間接 5.7％
計 53.8％

なし 資 金 の
寄託運用

資 金 の
寄託運用 2,084 関係会社

預 け 金 1,000

受取利息 1 未収入金 147

株式の
売却代金 3,915

株式の
売却益 3,183

（注）1. 取引金額には、消費税等は含まれておりません。
2. 資金の寄託運用の金利は、市場金利を勘案し決定しております。
3. 資金の寄託運用の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。
4. 株式売却価格は、市場価格に基づき決定しております。

2. 兄弟会社

属性 会社等
の名称 住所

資本金
又 は
出資金
(百万円)

事業の
内 容

議決権等の所有
・被所有割合

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

同一の
親会社
を持つ
会社

イ オ ン
ク レ ジ
ッ ト サ
ー ビ ス
㈱

東 京 都
千代田区 500 金融サー

ビ ス 業 なし なし

ク レ ジ
ッ ト 利
用 代 金
等 の 回
収代行

クレジット
及 び 電 子
マ ネ ー 利
用 手 数 料

631

未収入金 7,235

預 り 金 1,597

未 払 金 71

同一の
親会社
を持つ
会社

ACSリー
ス㈱

東 京 都
千代田区 250 リース業 なし なし POS機器

の賃借

リース資産
の取得 3,310 1年内リ

ース債務 708

支払利息 23 リース
債務 2,275

（注）1. 取引金額には、消費税等は含まれておりません。
2. イオンクレジットサービス㈱の取引金額については、店舗でのクレジットカードの利用、電子マネ
ーの利用及びチャージによる手数料を記載しております。

3. クレジット及び電子マネー利用手数料、POS機器の賃借は、独立第三者間取引と同様の一般的な取
引条件で行っております。

「１株当たり情報に関する注記」
1. １株当たり純資産額 1,440.50円
2. １株当たり当期純損失 185.09円
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